
　令和６年度一般会計補正予算（第２号）は、防災対策事業で１８５万７千円、地域おこし協力隊

事業で４１４万６千円、低所得世帯等支援給付金給付事業で４，７５５万６千円、定額減税調整給

付金給付事業で８，８９３万円、予防接種事業で１億１２６万５千円、教育振興事業で１０８万３

千円などを計上し、補正後の一般会計予算額は１２９億６，５５０万円となります。

　特別会計においては、国民健康保険事業で２９０万円を計上し、補正後の特別会計予算額は７２

億５，４９０万円となります。

　企業会計においては、水道事業で２９４万９千円を減額するほか、下水道事業で５６０万円を計

上し、補正後の企業会計予算額は２０億７，５３６万９千円となります。

（単位：千円）

12,683,000 282,500

国民健康保険事業 2,750,000 2,900

介護保険事業 2,800,000 0

定期航路事業 1,080,000 0

後期高齢者医療 622,000 0

7,252,000 2,900

1,869,200 △ 2,949

203,518 5,600

2,072,718 2,651

22,007,718 288,051合 計 22,295,769

企

業

会

計

水道事業 1,866,251

下水道事業 209,118

小　　　　計 2,075,369

一 般 会 計 12,965,500

特

別

会

計

2,752,900

2,800,000

1,080,000

622,000

小　　　　計 7,254,900

令和６年度一般会計補正予算（第２号）等の概要

Ⅰ　補正予算の規模

～　一般会計、特別会計、企業会計補正予算の規模　～

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

2,648,988 2,648,988 20.4

69,000 69,000 0.5

1,000 1,000 0.0

11,000 11,000 0.1

9,000 9,000 0.1

51,000 51,000 0.4

490,000 490,000 3.8

8,000 8,000 0.1

70,000 70,000 0.5

3,870,000 3,870,000 29.8

1,000 1,000 0.0

25,775 25,775 0.2

269,798 269,798 2.1

1,207,373 188,028 1,395,401 10.8

167
44,505

136,486

6,870

784,651 6,270 790,921 6.1

83
3,604
1,500
1,083

43,076 43,076 0.3

951,300 951,300 7.3

1,275,488 46,612 1,322,100 10.2

36,791
1,857

792
3,311
3,861

100,000 100,000 0.8

118,951 41,590 160,541 1.3
5,900

35,690

677,600 677,600 5.2

12,683,000 282,500 12,965,500 100.0

市 債

歳 入 合 計

繰 入 金

財政調整基金繰入金
ふるさと創生基金繰入金（総務課）
ふるさと創生基金繰入金（健康福祉課）
ふるさと創生基金繰入金（教育委員会）
ふるさと創生基金繰入金（定期船課）

繰 越 金

諸 収 入
コミュニティ事業助成金
新型コロナウイルス感染症予防接種費用
　助成金

県 支 出 金

重層的支援体制整備事業交付金
太陽光発電設備等設置費補助金
漁港施設整備事業費補助金（県単事業）
学校安全総合支援事業委託金

財 産 収 入

寄 附 金

分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金

重層的支援体制整備事業交付金
新型コロナウイルスワクチン健康被害給付費
　負担金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
　（予備費分）
子ども・子育て支援事業費補助金

地 方 特 例
交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策
特 別 交 付 金

法 人 事 業 税
交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

環 境 性 能 割
交 付 金

利子割交付金

配当割交付金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

Ⅱ　一般会計歳入補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

市 税

地 方 譲 与 税

2



（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

142,750 142,750 1.1

2,823,237 16,875 2,840,112 21.9

391
1,857
5,900
4,146

720
3,861

3,438,816 147,484 3,586,300 27.6

2,900
436

47,556
88,930

792
6,870

1,422,208 104,869 1,527,077 11.7
101,265

3,604

375,181 3,278 378,459 2.9 3,278

410,883 410,883 3.2

823,237 5,600 828,837 6.4 5,600

594,359 594,359 4.6

1,009,317 4,394 1,013,711 7.8
1,083
3,311

19,800 19,800 0.2

1,382,712 1,382,712 10.7

230,500 230,500 1.8

10,000 10,000 0.1

12,683,000 282,500 12,965,500 100.0歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

消 防 費

教 育 費
教育振興事業
パリ2024オリパラ推進事業

災 害 復 旧 費

農林水産業費 漁港整備事業

観 光 商 工 費

土 木 費 下水道事業会計繰出金

総 務 費

人事管理経費
防災対策事業
地域振興事業
地域おこし協力隊事業
移住・定住促進事業
地域交通事業

民 生 費

国民健康保険事業特別会計繰出金
地域支援事業
低所得世帯等支援給付金給付事業
定額減税調整給付金給付事業
児童健全育成事業
児童手当事業

衛 生 費
予防接種事業
環境保全対策事業

Ⅲ　一般会計歳出補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

議 会 費

3



一般会計

款 2 項 1 目 1
大事
業名

6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　能登半島地震に係る避難所運営支援及び被害認定調査業務等に従事する職員の石川県輪島市へ

の派遣旅費について、既決予算により対応したことから、不足する研修旅費を補正します。

・派遣期間　　令和６年４月１日～５月31日

・派遣職員数　　計10人

避難所運営支援　　　４人（６泊７日前・後泊含む）

被害認定調査業務　　５人（６泊７日前・後泊含む）

総括支援チーム　　　１人（10泊11日前・後泊含む）

【主な経費】

研修旅費   391千円

款 2 項 1 目 12
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　令和６年能登半島地震でも個人等が所有する井戸を活用し、飲用以外の生活用水を確保する取

り組みが行われていました。

　本市においても災害時における生活用水を確保するため、生活用水の提供に協力していただけ

る井戸を事前に登録する「災害時協力井戸登録制度」を導入することから、井戸の水質検査に要

する費用及び登録井戸であることを示すステッカーの配布に要する費用を補正します。

【主な経費】

消耗品費（登録ステッカー）  　80千円

通信運搬費（郵送料）  　17千円

手数料（水質検査 200件分） 1,760千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 1,857千円

0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 391

予算科目 総務費 総務管理費 防災対策費 防災対策事業

予算科目 総務費 総務管理費 一般管理費 人事管理経費

中事業名 【継続】 研修
担当課 総務課 13 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）

予算額 391 千円
国庫

予算額 1,857 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 1,857 一般財源 0

中事業名 【拡充】 地震対策推進事業
担当課 総務課 13 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 2 項 1 目 13
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　宝くじの収益を基にコミュニティの健全な発展を目的として、一般財団法人自治総合センター

が助成を行う事業の採択を受けたことから、コミュニティ活動に必要な備品の整備に対して補助

するための費用を補正します。

【主な経費】

補助金（一般コミュニティ助成事業）

安楽島町内会 2,400千円

若杉町内会 2,200千円

みどりが丘町内会 1,300千円

【主な財源】

コミュニティ事業助成金 5,900千円

款 2 項 1 目 13
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　海女文化をはじめとする観光資源の磨き上げ、体験商品の造成・充実、情報発信等の活動を通

じ、来訪者の増加・満足度の向上や、地域の活性化を図るため、新たに海女のブランド化による

地域活性化等を担当する地域おこし協力隊を配置するために必要な費用を補正します。

　また、ふるさと納税担当の地域おこし協力隊任用にあたり、不足する費用を補正します。

○地域おこし協力隊（現況）

・なかまち　１人（令和３年７月１日～令和６年６月30日）

・農業振興　１人（令和４年５月１日～令和７年４月30日）

・離島振興（菅島・答志）　２人（令和６年４月１日～）

・（新規）ふるさと納税　１人（令和６年５月１日～）

・（新規）相差（海女ブランド・DMO)　１人（令和６年７月１日～）

【主な経費】

報償費 2,530千円

補助金（地域おこし協力隊活動費） 150千円

予算額 4,146 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 4,146

予算科目 総務費 総務管理費 地域振興費 地域おこし協力隊事業

中事業名 【拡充】 地域おこし協力隊事業
担当課 企画財政課 13 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 5,900 千円
国庫 0 地方債 0 その他 5,900

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 総務費 総務管理費 地域振興費 地域振興事業

中事業名 【継続】 一般コミュニティ事業
担当課 市民課 13 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 2 項 1 目 13
大事
業名

5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　都市圏等における移住希望者の受入環境を整備するとともに、定住・定着に向けた移住者の支

援を目的として設置する定住支援員について、移住・定住に取り組む地域の拡大を図るため、新

たに４地区（４人）の配置に必要な費用を補正します。

○定住支援員

・濱口和美（合同会社NAKAMACHI） ・佐藤創（地域おこし協力隊OB）

・行野慎平（コワーキングスペース、ゲストハウス運営）

○配置地域（予定）

・答志町、菅島町、石鏡町、相差町

【主な経費】

報償費 720千円

款 2 項 1 目 15
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　県が管理するバス停留所整備用地について、当初の予定より広い区画が使用可能となったこと

から、利用者の利便性の向上を図るため、より大きなバス停留所を整備するにあたり不足する費

用を補正します。

【主な経費】

工事請負費（バス停留所整備工事） 　3,861千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 　3,861千円

予算額 720 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 720

予算科目 総務費 総務管理費 地域振興費 移住・定住促進事業

中事業名 【拡充】 移住相談支援事業
担当課 企画財政課 13 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 3,861 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 3,861 一般財源 0

予算科目 総務費 総務管理費 交通事業費 地域交通事業

中事業名 【継続】 地域交通事業
担当課 定期船課 13 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 3 項 1 目 1
大事
業名

10

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　法改正に伴う健康保険証とマイナンバーカードの一体化などのシステム改修に係る費用につい

て、国民健康保険事業特別会計への繰出金を補正します。

【主な経費】

繰出金 2,900千円

款 3 項 1 目 4
大事
業名

7

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　令和６年６月サービス分から適用される介護報酬改定に伴い、新単位等に対応した地域包括ケ

アシステムの改修に必要な費用を補正します。

【主な経費】

電算委託料 436千円

【主な財源】

重層的支援体制整備事業交付金（国） 167千円

重層的支援体制整備事業交付金（県） 83千円

予算額 436 千円
国庫 167 地方債 0 その他 0

県 83 繰入金 0 一般財源 186

予算科目 民生費 社会福祉費 老人福祉費 地域支援事業

中事業名 【継続】 包括的支援事業・任意事業
担当課 健康福祉課 13 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 2,900

予算科目 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 国民健康保険事業特別会計繰出金

中事業名 【継続】 国民健康保険事業特別会計繰出金
担当課 市民課 13 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 2,900
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款 3 項 1 目 10
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰等に直面する低所得世帯を支援することを目的に、住民税均等割世帯支援給付金を給

付するための費用を補正します。

〇給付額　 住民税均等割のみ課税世帯１世帯あたり100,000円

※新たに令和６年度住民税均等割のみが課税されている世帯が対象

【主な経費】

手数料 11千円

交付金（住民税均等割世帯支援給付金） 10,000千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 10,011千円

款 3 項 1 目 10
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰等に直面する低所得世帯を支援することを目的に、住民税非課税世帯及び住民税均等

割のみ課税世帯に対する子ども加算を給付するための費用を補正します。

〇給付額　 住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に属する18歳以下の子ども

１人あたり　50,000円

※新たに令和６年度住民税非課税世帯及び住民税均等割のみが課税されている

　世帯が対象

【主な経費】

手数料 6千円

交付金（低所得子育て世帯支援給付金） 2,500千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 2,506千円

予算額 10,011 千円
国庫 10,011 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

低所得世帯等支援給付金給付事業

中事業名 【新規】
住民税均等割世帯支援給付金
給付事業

担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 2,506 千円
国庫 2,506 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

低所得世帯等支援給付金給付事業

中事業名 【新規】
低所得子育て世帯支援給付金
給付事業

担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 3 項 1 目 10
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰等に直面する低所得世帯を支援することを目的に、住民税非課税世帯支援給付金を給

付するための費用を補正します。

〇給付額　 住民税均等割非課税世帯１世帯あたり100,000円

※新たに令和６年度住民税均等割が課税されていない世帯が対象

【主な経費】

手数料 39千円

交付金（住民税非課税世帯支援給付金） 35,000千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 35,039千円

款 3 項 1 目 10
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　定額減税の対象でありながら、減税しきれないと見込まれる方を対象に定額減税調整給付金を

給付するための費用を補正します。

〇給付額　 定額減税可能額が減税前税額を上回る（減税しきれない）と見込まれる所得税

及び住民税の納税義務者１人あたり１万円～４万円　※減税しきれない額

【主な経費】

手数料 440千円

電算委託料 1,870千円

委託料（定額減税調整給付金申請等業務） 7,666千円

交付金（定額減税調整給付金） 78,200千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 88,930千円

予算額 35,039 千円
国庫 35,039 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

低所得世帯等支援給付金給付事業

中事業名 【新規】
住民税非課税世帯支援給付金
給付事業

担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 88,930 千円
国庫 88,930 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

定額減税調整給付金給付事業

中事業名 【新規】 定額減税調整給付金給付事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

9



款 3 項 2 目 1
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　放課後児童クラブ「エンゼル・クラブ」のエアコン１台が不調のため、取り替える費用を補正

します。

【主な経費】

備品購入費 792千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 792千円

款 3 項 2 目 2
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、児童手当の抜本的拡充が令和６年10月から実施されることに伴

い、法改正に対応した児童手当システム改修に必要な費用を補正します。

【主な経費】

電算委託料 6,870千円

【主な財源】

子ども・子育て支援事業費補助金 6,870千円

予算額 792 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 792 一般財源 0

予算科目 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 児童健全育成事業

中事業名 【継続】 放課後児童健全育成事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 6,870 千円
国庫 6,870 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 児童福祉費 児童措置費 児童手当事業

中事業名 【継続】 児童手当事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

10



款 4 項 1 目 2
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　新型コロナウイルス感染症のワクチン接種について、臨時特例接種から定期接種Ｂ類疾病に位

置づけられたことに伴い、各医療機関での個別接種の実施に必要な費用を補正します。

　また、健康被害が生じた方に支給する予防接種健康被害救済制度給付金を補正します。

【主な経費】

委託料（予防接種） 56,760千円

負担金及び補助金（予防接種健康被害給付金） 44,505千円

【主な財源】

新型コロナウイルスワクチン健康被害給付費負担金 44,505千円

新型コロナウイルス感染症予防接種費用助成金 35,690千円

款 4 項 1 目 4
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　県補助金が追加で採択されたことにより、再生可能エネルギーの利用を促進し、温室効果ガス

の排出削減を図るため、太陽光発電設備等の設置（個人向け）を補助するための費用を補正しま

す。

【主な経費】

補助金（太陽光発電設備等設置費） 3,604千円

【主な財源】

太陽光発電設備等設置費補助金 3,604千円

予算額 3,604 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 3,604 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 衛生費 保健衛生費 環境保全対策費 環境保全対策事業

中事業名 【拡充】 環境保全対策事業
担当課 環境課 17 ページ

まちの姿 人と自然が調和した環境にやさしいまち

予算額 101,265 千円
国庫 44,505 地方債 0 その他 35,690

県 0 繰入金 0 一般財源 21,070

予算科目 衛生費 保健衛生費 予防費 予防接種事業

中事業名 【拡充】 予防接種事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

11



款 5 項 3 目 5
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　菅島漁港において、消波突堤の天端に設けているグレーチングが経年劣化及び塩害の腐食によ

り破損していることから、漁業活動時の安全性を確保するため、県補助金を活用して改良工事を

行う費用を補正します。

【主な経費】

工事請負費（菅島漁港改良工事） 千円

【主な財源】

漁港施設整備事業費補助金（県単事業） 千円

款 7 項 6 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　人事異動等に伴う人件費などについて、下水道事業会計への繰出金を補正します。

【主な経費】

繰出金 5,600千円

予算額 5,600 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 5,600

予算科目 土木費 下水道費 公共下水道費 下水道事業会計繰出金

中事業名 【継続】 下水道事業会計繰出金
担当課 環境課 17 ページ

まちの姿 人と自然が調和した環境にやさしいまち

人が集い活力あふれるまち

予算額 3,278 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 1,500 繰入金 0 一般財源 1,778

予算科目 農林水産業費 水産業費 漁港建設費 漁港整備事業

中事業名 【継続】 漁港整備事業（県単事業）
担当課 農林水産課 17 ページ

まちの姿

3,278

1,500
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款 9 項 1 目 3
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　南海トラフ地震による甚大な被害が危惧されている本市において、児童生徒一人ひとりが自分

自身の命を守る意識を高め、困難な課題に立ち向かう知識や実践力を学びます。

　また、市内の教育関係者を対象に有識者による講演会を実施するとともに、東日本大震災被災

地へ視察を行い、防災リーダー的役割を果たす教員を養成し、防災減災教育を推進するための費

用を補正します。

【主な経費】

報償費 288千円

費用弁償 379千円

消耗品費 142千円

【主な財源】

学校安全総合支援事業委託金 1,083千円

款 9 項 6 目 2
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　本市出身の選手が、パリ五輪日本代表に内定したことから、激励金の支給や応援する会を設立

するなど市を挙げて応援するための費用を補正します。

【主な経費】

報償費　 　100千円

　 委託料（懸垂幕作成業務） 　306千円

　 補助金（オリンピック選手応援事業） 2,905千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 3,311千円

予算額 1,083 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 1,083 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 教育費 教育総務費 教育振興費 教育振興事業

中事業名 【継続】 学校安全総合支援事業
担当課 学校教育課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 3,311 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 3,311 一般財源 0

予算科目 教育費 保健体育費 保健体育振興費 パリ2024オリパラ推進事業

中事業名 【新規】 パリ2024オリパラ推進事業
担当課 生涯学習課 19 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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債務負担行為

款 9 項 6 目 3
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　市運動施設の効率的な管理や市民サービスの向上を目的としたスポーツ・文化事業を行う市運

動施設指定管理業務について債務負担行為を設定します。

市運動施設指定管理業務

期　間 令和６年度から令和11年度まで

限度額 215,456千円

予算科目 教育費 保健体育費 保健体育施設費 運動施設管理運営事業

中事業名 【継続】運動施設管理運営事業
担当課 生涯学習課 4 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 215,456 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 215,456

14



国民健康保険事業特別会計

款 1 項 1 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　法改正に伴う健康保険証とマイナンバーカードの一体化などのシステム改修に対応するため、

システム改修に係る費用を補正します。

【主な経費】

電算委託料 2,900千円

【主な財源】

一般会計繰入金 2,900千円

予算科目 総務費 総務管理費 一般管理費 総務給与等管理経費

中事業名 【継続】総務給与等管理経費
担当課 市民課 31 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 2,900 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 2,900 一般財源 0
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